動産執行申立書
	強制執行申立書
（裁判所が電子的に作成した債務名義に
基づく申立ての場合）
	受付印






	地方裁判所　　　支部執行官室　御中
 　
令和　　年　　月　　日
	

	
	予納金　　　　　　　円
	担当　　　区

	（〒　　　－　　　　）
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　
　　
債権者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　(電話番号)　　　　  －　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（〒　　　－　　　　）
　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
　　
債権者代理人　　                    　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　    
　　(電話番号)　　　　　－　　　　－　

	（〒　　　－　　　　）   
　　住所         　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　 　　　　　　

　　フリガナ　 
　　債務者  　 　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　

	執行の目的及び執行の方法
	動産執行（家財・商品類・機械・貴金属・その他　　　　）

	目的物の所在地（住居表示で記載する）
 □　上記債務者の住所
 □

	事件特定情報（①か②のいずれかにチェックしてください。）
□　➀　以下のうちレを付した書面の事件特定情報は、本申立書（申立書の記載が訂正された場合には、訂正後のもの）記載のとおりである。 
□　債務名義（□　更正決定・処分あり） □　執行文 
□　➁事件特定情報は、事件特定情報提供書面のとおりである。

	請求金額                                 円（内訳は別紙のとおり）

	添付書類
１　資格証明書　　　　　　　  　      通
２　委任状　　　        　      　    通
３　債務者に関する調査票　        　  通
４　　　　　        　        　    　通
５　　　　　　　　　　　　          　通
６
７
	１　執行の立会い　　　　　□　無　□　有
２　執行の日時　       　 　月　　日希望
３　執行日時の通知　　　　□　否　□　要
４　同時送達の申立て　　　□　無　□　有
５　関連事件の事件番号
　　東京地方裁判所 平成・令和　　年（執　）
　　第　　　　　　　号

	□　執行調書謄本を関係人に交付してください。
□　事件終了後、債務名義正本・送達証明書を返還してください。
債権者（代理人）　　　　　　　　　　　　　　　 

	電子納付用登録コード
	


動産執行申立書
	強制執行申立書
（裁判所が電子的に作成した債務名義に
基づく申立ての場合）
	受付印
留意事項






	地方裁判所　　　　執行官室　御中
 　
令和　　年　　月　　日
	

	
	予納金　　　　　　　円
	担当　　　区

	（〒　　　－　　　　）
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　
　　
債権者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　(電話番号)　　　　  －　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（〒　　　－　　　　）
　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（注）次のア～エの場合には、➁に☑を付し、事件特定情報提供書面を提出してください。
1. 複数の債務名義に基づく申立てである場合
2. 執行文、更正決定・処分が複数ある場合
3. 執行文、更正決定・処分が債務名義と異なる裁判所により作成された場合
4. 督促手続オンラインシステムにより発付された仮執行宣言付電子支払督促に基づく申立てであって、督促異議が申し立てられた場合（異議取下げ又は異議却下があった場合は除く）

　　
債権者代理人　　                    　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　    
　　(電話番号)　　　　　－　　　　－　

	（〒　　　－　　　　）   
　　住所         　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　 　　　　　　

　　フリガナ　 
　　債務者  　 　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　

	執行の目的及び執行の方法
	動産執行（家財・商品類・機械・貴金属・その他　　　　）

	目的物の所在地（住居表示で記載する）
 □　上記債務者の住所
 □

	事件特定情報（①か②のいずれかにチェックしてください。）
☑　➀　以下のうちレを付した書面の事件特定情報は、本申立書（申立書の記載が訂正された場合には、訂正後のもの）記載のとおりである。 
☑　債務名義（□　更正決定・処分あり） ☑　執行文 
□　➁事件特定情報は、事件特定情報提供書面のとおりである。

	請求金額                                 円（内訳は別紙のとおり）

	添付書類
１　資格証明書　        　        　  通
２　委任状　        　        　    　通
３　債務者に関する調査表　          　通
４　　　　　        　        　    　通
５　　　　　　　　　　　　          　通
６
７
	１　執行の立会い　　　　　□　無　□　有
２　執行の日時　       　 　月　　日希望
３　執行日時の通知　　　　□　否　□　要（注）債務名義・執行文について☑を付してください。ただし、執行文の付与を要しない場合については、「執行文」に☑を付する必要はありません。
執行文の付与を要しない場合の例：
債務名義が仮執行宣言付電子支払督促や少額訴訟の判決であって、当事者がこれらに表示された当事者と同一である場合

４　同時送達の申立て　　　□　無　□　有
５　関連事件の事件番号
　　東京地方裁判所 平成・令和　　年（執　）
　　第　　　　　　　号

	□　執行調書謄本を関係人に交付してください。
□　事件終了後、債務名義正本・送達証明書を返還してください。
債権者（代理人）　　　　　　　　　　　　　　　 

	電子納付用登録コード
	




	当　事　者　目　録

	
住所（〒　　　　－　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
債権者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　
住所（〒　　　　－　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
債権者代理人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　
　

	
住所（〒　　　　－　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　フリガナ
　　債務者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	債務名義の表示

	１
[bookmark: _Int_Ba3EGUiS]□　　　　　　　　　 裁判所　　　　支部　令和　　年（　　）第　　　　　　　号地方
簡易

　判決・仮執行宣言付（支払督促・支払命令）・和解調書・調停調書・調停に代わる決定・不動産引渡命令・保全処分命令・仮処分命令・　　　　　　　　　決定
　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


□　　　　　法務局所属公証人　　　　　　作成　令和　　年第　　 　号執行証書

２
□　　　　　　　　　 裁判所　　　　支部　令和　　年（　　）第　　　　　　　号地方
簡易

　判決・仮執行宣言付（支払督促・支払命令）・和解調書・調停調書・調停に代わる決定・不動産引渡命令・保全処分命令・仮処分命令・　　　　　　　　　決定
　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


□　　　　　法務局所属公証人　　　　　　作成　令和　　年第　　 　号執行証書






	当　事　者　目　録留意事項


	
住所（〒　　　　－　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
債権者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　
住所（〒　　　　－　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
債権者代理人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　
　（注）債務名義の数に合わせて記載してください。


	
住所（〒　　　　－　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　フリガナ
　　債務者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	債務名義の表示

	１
□　　　　　　　　　 裁判所　　　　支部　令和　　年（　　）第　　　　　　　号地方
簡易

　判決・仮執行宣言付（支払督促・支払命令）・和解調書・調停調書・調停に代わる決定・不動産引渡命令・保全処分命令・仮処分命令・　　　　　　　　　決定
　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


□　　　　　法務局所属公証人　　　　　　作成　令和　　年第　　 　号執行証書

２
□　　　　　　　　　 裁判所　　　　支部　令和　　年（　　）第　　　　　　　号地方
簡易

　判決・仮執行宣言付（支払督促・支払命令）・和解調書・調停調書・調停に代わる決定・不動産引渡命令・保全処分命令・仮処分命令・　　　　　　　　　決定
　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


□　　　　　法務局所属公証人　　　　　　作成　令和　　年第　　 　号執行証書






	請求金額計算書（債務名義の表示欄１関係）

	摘　　　　　　　　　　要
	金　　額(円)

	元　本（全額、残額、一部請求額）
　債務者は令和　　年　　月　　日に支払うべき割賦金の支払いを怠ったので同日の経過により期限の利益を失ったものである。
	

	　　　　金　　　　　　　円に対する
利　息　 　　・　　・　　 から　　・　　・　　までの
　　　　年　　　　％の割合による金員
	

	　　　　金　　　　　　　円に対する
損害金　 　　・　　・　　 から　　・　　・　　までの
　　　　年　　　　％の割合による金員
	

	
	

	
	

	
	

	支払督促手続費用
	

	仮執行宣言手続費用
	

	執行準備費用
	

	□　申立書作成及び提出費用
	

	□　執行文交付費用
	

	□　送達証明書交付費用
	

	□　資格証明書交付費用
	

	□
	

	□
	

	□
	

	合　計　金
	

	備　　考
	







	請求金額計算書（債務名義の表示欄２関係）

	摘　　　　　　　　　　要
	金　　額(円)

	元　本（全額、残額、一部請求額）
　債務者は令和　　年　　月　　日に支払うべき割賦金の支払いを怠ったので同日の経過により期限の利益を失ったものである。
	

	　　　　金　　　　　　　円に対する
[bookmark: _Int_LBjWWvKc][bookmark: _Int_jDBMAqCf]利　息　 　　・　　・　　 から　　・　　・　　までの
　　　　年　　　　％の割合による金員
	

	　　　　金　　　　　　　円に対する
[bookmark: _Int_zb4s3VcR][bookmark: _Int_NTUoY6fb]損害金　 　　・　　・　　 から　　・　　・　　までの
　　　　年　　　　％の割合による金員
	

	
	

	
	

	
	

	支払督促手続費用
	

	仮執行宣言手続費用
	

	執行準備費用
	

	□　申立書作成及び提出費用
	

	□　執行文交付費用
	

	□　送達証明書交付費用
	

	□　資格証明書交付費用
	

	□
	

	□
	

	□
	

	合　計　金
	

	備　　考
	



